
平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　02

1 被害発生を少なくする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

201 地域防衛能力を向上させる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

市民が安心して日常生活を送ることができる
まちをつくるために、市民と行政が協力して、
災害が発生しても被害を最小限に抑える防

 災体制の整備に努める。　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要性】
阪神、淡路大震災によって、行政が対応でき
る能力には限界があることを痛感した。これを
教訓として、市民一人一人が「自分たちのま
ちは、自分たちが守る」という意識を高め、地
域で助け合って災害を乗り越える環境づくり
が重要であると考える。　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

防災課　　　　　　　　　　　　2515000【担当課】

平成７年に発生した阪神、淡路大震災によって、改めて防災意識を高
めさせられた。その時、市民、企業、行政とボランティアが加わり復興
が進められた。これを教訓として、行政と地域における協力体制が必
要とされるようになった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

404【基本計画区分】

大規模な災害に対しては、行政のみでは対応に限界があるため、市
民、企業、行政が一体となった協力が必要である。そのため、市民、
企業、行政それぞれの役割分担を明確にし、被害を最小限に抑える
ための防災体制づくり（減災対策）を図っていく必要がある。　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

近年、特に地震災害に対する市民の関心が高まっており、災害対策
を講じている市民の割合も増加傾向にあると考えられる。　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 安全で安心な地域環境づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

20101 防災組織強化事業 　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

災害対策を講じている市民
の割合　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　（％　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

66.8 0 0 70.20

70.7 0 0 690

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

今後も市の体制強化と併せ、防災意識普及啓発、自主防
災組織の育成・強化を推進していきます。　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

- 54/609 -



平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

201 地域防衛能力を向上させる

20101 防災組織強化事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

自主防災を推進し地域防災力
の向上を図る

【対象】
市に関わる全ての人

防災課

2515000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

自主防災組織の結成率
（％）

【指標】

各組織による自主防災訓
練の実施（％）

防災普及啓発の実施回数
（回）

自主防災組織の結成率

各組織による自主防災訓練実施率（実施回数、参
加者数）※消防局の資料を参照

普及啓発事業への参加、防災講話、パートナー講
座、講演会の実施回数（年２０回を目標）

【指標概要】

100 100 100 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

83 83.57 83.86 84.44 85.3

100 100 100 100 100

55.21 63.1 57.4 58.36 51.01

20 20 20 20 20

12 20 24 27 21

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

7,825 7,719 13,068 9,988 6,789

7,825 7,719 15,803 13,789 6,526

7,193 4,785 11,731 10,523 5,556
5 4.3 4.3 3 3

今後も防災意識の普及啓発に努めます。また、自主防災組織の結成を促進するとともに、消防局
と連携し防災訓練実施の働きかけを行い地域の防災力向上を図ります。

   防災意識の普及啓発及び自主防災組織の育成・強化に努めました。期間内自主防災組織新規結成8団体（296団体）補
助金交付団体数26団体

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

7,825 7,719 13,068 9,988 6,789

7,825 7,719 12,803 13,789 6,526

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

防災意識普及啓発業務
自主防災組織育成強化業務
防災訓練推進業務
防災会議委員報酬
防災会議専門委員報酬
地域防災訓練支援業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

  自主防災組織結成率１００．００％
  自主防災訓練実施率１００．００％
  防災普及啓発の実施２０回を目標

  自主防災組織結成率１００．００％
  自主防災訓練実施率１００．００％
  防災普及啓発の実施２０回を目標

  自主防災組織結成率１００．００％
  自主防災訓練実施率１００．００％
  防災普及啓発の実施２０回を目標

  自主防災組織結成率１００．００％
  自主防災訓練実施率１００．００％
 防災普及啓発の実施２０回を目標

  自主防災組織結成率１００．００％
  自主防災訓練実施率１００．００％
 防災普及啓発の実施２０回を目標

  自主防災組織結成率８３．００％自
  主防災訓練実施率５５．２１％防災

 普及啓発の実施１２回

  自主防災組織結成率８３．５７％自
  主防災訓練実施率６３．１０％防災

 普及啓発の実施２０回

  自主防災組織結成率８３．８６％自
  主防災訓練実施率５７．４０％防災

 普及啓発の実施２４回

  自主防災組織結成率８４．４４％自
  主防災訓練実施率５８．３６％防災

 普及啓発の実施２７回

  自主防災組織結成率８５．３０％自
  主防災訓練実施率５１．０１％防災

 普及啓発の実施２１回

計画

実績

【節項コード】 404 【節名】 安全で快適な生活環境の実現

【項名】 安全で安心な地域環境づくり

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 防災組織の強化事業

【計画事業】
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　02

1 被害発生を少なくする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

202 災害活動拠点等を整備する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

市民が安心して日常生活を送ることができる
まちをつくるために、市民と行政が協力して、
災害が発生しても被害を最小限に抑える防
災体制の整備に努める。　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要性】
災害対策の充実を図るうえで、市民等の避難
場所や災害活動拠点を整備することが必要
である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

防災課　　　　　　　　　　　　2515000【担当課】

毎年の台風などによる風水害。また、平成７年に発生した阪神・淡路
大震災によって改めて自然災害の恐ろしさを見せつけられた。特に、
迅速かつ的確な応急活動を行ううえで、活動拠点等の整備が重要視
された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

404【基本計画区分】

災害活動拠点等の認知度が低い傾向にあり、市民等に防災に関する
意識の啓発及び高揚を図る。被災想定人員に対応できる災害拠点等
の整備。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

分散備蓄倉庫や給水拠点等の整備及び避難場所への避難誘導標
示板の整備等を実施しました。また、通信施設については老朽化によ
る修繕費の増加が懸念される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 安全で安心な地域環境づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

20201 防災施設整備事業 　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

避難経路や場所の確認をし
ている人の割合　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　（％　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

28 0 0 31.40

29.9 0 0 26.90

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

今後も災害活動拠点の整備に努め、通信施設については
効率的な修繕の実施と今後の通信施設のあり方を検討す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

202 災害活動拠点等を整備する

20201 防災施設整備事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

災害初期の応急活動に万全を
期すため、防災施設の充実を
図る。

【対象】
市に関わる全ての人

防災課

2515000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

分散備蓄倉庫の整備数
（箇所）

【指標】

給水拠点の整備数（箇所）

防災行政無線子局の改修
数（基）

  計画数68H14までに19整備済H15～19で3箇所
整備

  計画数18H14までに13整備済H15～19で2箇所
整備

子局128基を改修及び機能充実。H18から年間3
基改修。H18～19で6基改修。

【指標概要】

1 1 0 1 0

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

1 1 0 1 0

0 0 1 0 1

0 0 1 0 1

0 0 0 3 3

0 0 0 3 1

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

21,101 17,690 20,244 26,973 28,039

21,101 17,690 19,857 20,865 24,383

21,331 20,714 19,335 20,364 21,538
2 1.5 1.5 1.5 1.5

今後も引き続き防災資機材・応急物資などの整備を進めます。    防災資機材・応急物資などの整備を図りました。期間内分散備蓄倉庫3ヶ所緊急遮断弁2ヶ所標示板整備

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

21,101 17,690 20,244 26,973 28,039

21,101 17,690 19,857 20,865 24,383

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

防災拠点整備業務
通信体制整備業務
避難誘導体制整備業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

    分散備蓄倉庫の整備数１箇所   分散備蓄倉庫の整備数１箇所  給水拠点の整備数１箇所   分散備蓄倉庫の整備数１箇所防災
行政無線子局の改修数　３基

  給水拠点の整備数１箇所防災行政
無線子局の改修数　３基

   分散備蓄倉庫の整備数１箇所    分散備蓄倉庫の整備数１箇所  給水拠点の整備数１箇所   分散備蓄倉庫の整備数１箇所防災
行政無線子局の改修数　３基

  給水拠点の整備数１箇所防災行政
無線子局の改修数　１基

計画

実績

【節項コード】 404 【節名】 安全で快適な生活環境の実現

【項名】 安全で安心な地域環境づくり

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 防災施設等整備事業

【計画事業】
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　02

1 被害発生を少なくする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

203 地震による建築物などの損壊の減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

市民が安心して日常生活を送ることができる
まちをつくるために、市民と行政が協力して､
災害が発生しても被害を最小限に抑える防
災体制の整備に努める。　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要性】
都市基盤整備の役割の中で、「安全性」の確
保は「快適性」や「利便性」より優先されるべき
ものであり、地震による建築物の倒壊による
生命・財産の喪失を未然に防ぐことが望まれ
ている。また火災の発生等、二次的な災害の
防止も重要である。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

建築指導課　　　　　　　　　5024000【担当課】

阪神淡路大震災や新潟県中越地震による被害は記憶に新しく、建築
物の耐震化に対する市民ニーズは高まっている。　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

502【基本計画区分】

民間建築物の耐震化に伴う費用負担や、密集市街地等における火
災等の二次的な被害発生をどのように防止するかが課題となってい
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

計画目標には達することは出来なかったが、着実に新耐震基準に不
 適格な建築物は減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 魅力ある都市空間の形成と産業の振興　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 都市基盤の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

20301 既存建築物耐震診断・改修促進事業 　

20302 土砂災害防止事業 　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

新耐震基準に不適格な建築
物　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　（千㎡　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

7604 7435 7267 70997772

7573 7438 7293 71507772

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

事業拡大

平成２０年３月に策定した松戸市耐震改修促進計画に基
づく様々な施策を実施するとともに、平成２７年度までに住
宅・民間特定建築物の耐震化率を目標である９０％の達成
に向け耐震化の促進が図れるよう市民に対し、啓発を行う
予定。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

203 地震による建築物などの損壊の減少

20301 既存建築物耐震診断・改修促進事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

建築物の所有者等の地震によ
る建築物倒壊の不安を解消す
るため、耐震基準が改正された
昭和５６年以前の建築物の耐
震改修を促進する。

【対象】
昭和５６年以前に建築された建
築物

建築指導課

5024000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

耐震改修工事件数（件）

【指標】

（）

（）

 既存建築物の耐震相談を実施した中で、実際に
耐震改修工事を実施した件数

【指標概要】

5 5 5 5 5

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

0 0 0 9 16

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

153 182 153 153 1,474

153 182 172 157 265

153 153 169 153 255
0.27 0.27 0.27 1.55 2.2

昭和５６年以前の建築物の所有者に耐震性能を認識してもらうと共に、耐震相談会の開催を継
続かつ開催回数を増やし、旧耐震で建築された建築物の耐震改修につなげていきたい。

既存建築物（昭和５６年以前）の耐震改修の必要性についてＰＲし、市民からの相談に応じてきた。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

153 182 153 153 574

153 182 172 157 265

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

相談業務【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

203 地震による建築物などの損壊の減少

20302 土砂災害防止事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

危険区域内居住者の人命を擁
護するため避難体制等の整備
を行う。

【対象】
土砂災害危険区域内の土地建
物所有者及び居住者

道路維持課

5033000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

危険箇所数（箇所）

【指標】

（）

（）

指定箇所数8箇所・危険箇所数67箇所

【指標概要】

1 1 1 1 1

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
0.5 0.5 0.5 0.5 0.4

来年度以降も引き続き、がけ崩れ危険箇所他パトロールの再点検は実施することになる（県から
の依頼により毎年実施）と思われる。、なお、今後は土砂災害防止法の対応に関して関係各課で
調整する予定。

がけ崩れ危険箇所他パトロール４０箇所

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 502会計区分

急傾斜地崩壊防止業務【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　02

1 被害発生を少なくする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

204 水害の防止　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

市民が安心して日常生活を送ることができる
まちをつくるために、市民と行政が協力して、
災害が発生しても被害を最小限に抑える防
災体制の整備に努める。　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要性】
行政として自然災害から市民の生命や財産
を守ることは重要な役割であり、中でも近年
の短時間豪雨による水害を減らすことが重要
である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

河川清流課　　　　　　　　　5034000【担当課】

市域の７３％が市街化区域となっており、宅地開発や道路面積の増大
により、降った雨が直接流出し、洪水が発生しやすくなっている。（都
市型水害の発生）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

502【基本計画区分】

５０ｍｍ／ｈの雨に対し水害を少なくする治水対策と相俟って、近年の
 異常降雨に対する避難対策を充実させることが望まれている。また、

これまで実施してきた浸透桝の普及等、市民と協働した流出抑制策も
引き続き重要な施策となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

着実に浸水面積は減少しているが、馬橋弁天排水整備事業が凍結と
なり、目標達成していない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 魅力ある都市空間の形成と産業の振興　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 都市基盤の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

20401 河川改修事業　　　　　　　　　　　　　　　　

20402 排水施設整備事業 　　　　　　　　　　　　

20403 雨水流出抑制事業 　　　　　　　　　　　　

20404 河川管理事業　　　　　　　　　　　　　　　　

20405 排水施設管理事業 　　　　　　　　　　　　

20406 水防活動実施事業 　　　　　　　　　　　　

20407 浸水被害防止事業 　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

浸水面積　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　（ｈａ　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

93.7 90.4 87.2 83.996.9

90.7 89.5 88.8 8591.1

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

事業拡大

限りある財源の中、公共性・優先性による治水対策を展開
せざる得ない状況にある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

204 水害の防止

20401 河川改修事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

一級河川・準用河川を、1時間
に50mmの降雨で発生する洪水
を安全に流すことができるよう
にする。

【対象】
浸水被害が多発する地域住民

河川清流課

5034000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

流域整備面積率（％）

【指標】

（）

（）

整備済面積／流域面積

【指標概要】

55.2 56.2 56.4 57.3 57.3

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

55.2 56.2 56.4 57.2 57.2

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

305,000 282,500 213,200 202,200 101,390

305,000 282,500 213,140 193,140 65,480

313,397 293,995 222,391 187,044 64,947
1.75 1.75 1.75 4 2.85

神明堀の改修は着実に進める必要がある。 国分川の改修は、平成１９年度を以って、すべて完成した。上富士川の改修は、すべて完成した。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

50,591 50,641 32,357 27,890 13,020

50,591 50,641 29,547 18,627 22,696

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 502会計区分

一級河川国分川改修業務
準用河川上富士川改修業務
準用河川神明堀改修業務
関係機関調整業務
準用河川春木川改修計画策定業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

  一級河川の整備準用河川の整備　
橋脚工事等

  一級河川の整備準用河川の整備　
整備延長　１５０ｍ

  一級河川の整備準用河川の整備　
整備延長　２００ｍ

  一級河川の整備準用河川の整備　
整備延長　１０６ｍ

  一級河川の整備準用河川の整備　
管理用通路工事他

 国分川河道改修　工事延長　１２０ｍ
 
上富士川管理用通路　整備

 国分川河道改修　工事延長　１０５ｍ
 
上富士川環境整備

 国分川河道改修　工事延長　１６５ｍ
 

  神明堀河道改修　工事延長　２６ｍ
 上富士川環境整備春木川基本構想

   策定委託

  国分川河道改修　工事延長　７１ｍ
 国分川堤脚水路　工事延長　２０６ｍ

 
 神明堀河道改修　工事延長　３２ｍ

  

 国分川堤脚水路　工事延長「１９８ｍ
 

 国分川管理用道路　工事延長　１１
  ２６ｍ神明堀河道改修　工事延長　

１５ｍ

計画

実績

【節項コード】 502 【節名】 魅力ある都市空間の形成と産業の振興

【項名】 都市基盤の整備

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 118治水施設の整備

【計画事業】
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

204 水害の防止

20402 排水施設整備事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

排水路等を、1時間に50mmの
降雨で発生する洪水を安全に
流すことができるようにする。

【対象】
浸水被害が多発する地域住民

河川清流課

5034000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

流域整備面積率（％）

【指標】

（）

（）

整備済面積／流域面積

【指標概要】

55.2 56.2 56.4 57.3 57.5

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

55.2 56.2 56.4 57.2 57.2

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

332,706 351,427 372,288 422,548 647,830

332,706 351,427 351,155 357,581 527,704

210,230 491,463 297,404 274,105 307,306
5 5 5 5 5.6

馬橋弁天排水整備事業は、新たな路線を検討し国庫補助事業として進める必要がある。  馬橋弁天排水整備事業が凍結したため未達成。新松戸駅東側排水整備事業は平成１９年度を以って、一部完了。松戸新
田下須排水整備事業は、平成１８年度を以って、すべて完了。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

93,149 107,966 119,894 128,458 220,920

93,149 107,966 122,349 132,707 195,075

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 502会計区分

排水路整備業務
排水機場等整備業務
松戸新田下須排水整備事業（継続費）

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

  排水施設整備　整備延長　１７１ｍ
市内一円排水整備

  排水施設整備　整備延長　４４０ｍ
市内一円排水整備

  排水施設整備　整備延長　６３２ｍ
市内一円排水整備

  排水施設整備　整備延長　５９３ｍ
市内一円排水整備

  排水施設整備　整備延長　３０７ｍ
市内一円排水整備

 長津川排水整備　工事延長６３．４ｍ
 

 紙敷川中流排水整備　工事延長５
  ２．７ｍ中矢切新田堀排水整備　工

  事延長５０．４ｍ市内一円排水整備
　工事１０件

  長津川排水整備　工事延長１２０ｍ
 紙敷川中流排水整備　工事延長２０

  ｍ松戸新田下須排水整備　工事延
  長１００ｍ　継続費市内一円排水整

  備　工事８件　

  長津川排水整備　工事延長１０３ｍ
  新松戸排水整備　工事延長５２ｍ

  松戸新田下須排水整備　継続費市
 内一円排水整備　９件

  長津川排水整備　工事延長７２ｍ
  新松戸排水整備　工事延長７８ｍ

 市内一円排水整備　６件

  長津川排水整備　工事延長１３０ｍ
  新松戸排水整備　工事延長５７ｍ

 市内一円排水整備　６件

計画

実績

【節項コード】 502 【節名】 魅力ある都市空間の形成と産業の振興

【項名】 都市基盤の整備

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 118治水施設の整備

【計画事業】
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

204 水害の防止

20403 雨水流出抑制事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

洪水を一時的に貯留し、河川・
排水路等への負担を小さくす
る。

【対象】
浸水被害が多発する地域住民

河川清流課

5034000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

流域抑制達成率（％）

【指標】

（）

（）

流出抑制実績量／目標抑制量

【指標概要】

100 100 100 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

100 100 100 100 100

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

14,470 11,937 11,012 10,417 9,821

14,470 11,937 11,012 9,821 8,646

23,379 10,853 9,049 8,239 7,205
3.35 3.35 3.35 1.7 1.65

引き続き、機能を最大限に発揮させる必要がある。実施計画事業を遵守し、流域貯留浸透施設の適正な維持管理に努める。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

14,470 11,937 11,012 10,417 9,821

14,470 11,937 11,012 9,821 8,646

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 502会計区分

雨水貯留池整備業務
雨水流出抑制指導業務
遊水地保全業務
雨水貯留池維持管理業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

 雨水貯留池維持管理遊水地保全  雨水貯留池維持管理遊水地保全  雨水貯留池維持管理遊水地保全  雨水貯留池維持管理遊水地保全  雨水貯留池維持管理遊水地保全

  雨水貯留池維持管理　清掃・修繕
 遊水地保全　　借地料

  雨水貯留池維持管理　清掃・修繕
 遊水地保全　借地料

  雨水貯留池維持管理　清掃・修繕
 遊水地保全　借地料

  雨水貯留池維持管理　清掃・修繕
 遊水地保全　借地料

  雨水貯留池維持管理　清掃・修繕
 遊水地保全　借地料

計画

実績

【節項コード】 502 【節名】 魅力ある都市空間の形成と産業の振興

【項名】 都市基盤の整備

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 119雨水貯留浸透施設の整備事業

【計画事業】
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

204 水害の防止

20404 河川管理事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

低コストによる治水施設処理能
力の継続と施設自体の延命を
図る。

【対象】
河川に隣接する住民

河川清流課

5034000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

延命度（点）

【指標】

（）

（）

施設、機材の耐用年数に対する破損状況の程度

【指標概要】

70 70 70 70 70

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

61 61 54 54 54

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

34,155 34,780 37,339 37,339 37,159

34,155 34,780 36,183 35,374 36,273

31,365 30,602 32,263 35,573 30,123
3.8 3.8 3.8 3.3 2.85

施設改修の集中的投資が発生しないように治水整備バランスを図る必要がある。実施計画事業を遵守し、排水路及び治水施設の適正な維持管理に努める。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

31,155 31,780 34,339 34,339 34,726

31,155 31,780 33,183 32,374 33,840

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 502会計区分

河川維持管理業務
排水機場等維持管理業務
河川保全業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

204 水害の防止

20405 排水施設管理事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

低コストによる治水施設処理能
力の継続と施設自体の延命を
図る。

【対象】
雨水排除施設に隣接する住民

河川清流課

5034000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

延命度（点）

【指標】

（）

（）

施設、機材の耐用年数に対する破損状況の程度

【指標概要】

70 70 70 70 70

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

64 64 59 59 59

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

111,351 108,990 123,181 110,003 133,411

111,351 108,990 109,233 99,717 107,621

111,659 113,908 116,681 103,250 113,896
5.15 5.15 5.15 3.55 3.25

水害に対する安全性を高めるために、治水施設設備を着実に進める必要がある。実施計画事業を遵守し、計画的かつ優先順位をもって事業の推進に努める。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

111,351 108,990 123,181 110,003 133,411

111,351 108,990 109,233 99,717 107,621

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 502会計区分

排水施設維持管理業務
排水機場等維持管理業務
排水施設保全業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

204 水害の防止

20406 水防活動実施事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

近年、水害発生の危険性が高
まる中、水防技術と意識を養
い、水防体制の充実を図る。

【対象】
江戸川浸水想定区域の住民

河川清流課

5034000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

情報収集時間（分）

【指標】

（）

（）

水防情報発表時から受信報告までの時間

【指標概要】

55.5 55.5 55.5 55.5 55.5

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

55.5 49.5 34 52 41

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

383 3,033 383 1,033 372

383 3,033 377 1,022 368

383 3,000 366 1,016 368
0.8 0.8 0.8 0.7 0.55

今後も水防体制の維持を図る。国・県等と連携を密にし、円滑な水防体制の継続に努める。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

383 3,033 383 1,033 372

383 3,033 377 1,022 368

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

東葛中部地区連合水防団負担金
水防倉庫維持管理業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

204 水害の防止

20407 浸水被害防止事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

・降雨による住居等に対して、
浸水被害が予想される区域を
指定し、土地の埋立又は、盛土
行為を規制し、浸水　被害の防

 止を図る。・災害時における道
路・橋梁等の応急修理・障害物
の除去・その他応急措置等に

  対応する。

【対象】
・松戸市盛土事業規制要綱に
より指定された区域において、
住宅建設の目的以外で盛土事

 業を実施する人。・台風や大
雨により浸水被害を受けている
或いは受ける恐れのある人。

建設総務課

5031000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

盛土事業規制区域のパト
ロール実施（回）

【指標】

災害復旧（％）

（）

パトロール実績回数

復旧件数／発生件数

【指標概要】

4 4 4 4 4

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

1 1 1 1 1

100 100 100 100 100

100 100 100 100 100

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

10,906 10,869 10,869 10,869 10,869

10,906 10,869 10,868 10,868 10,868

22,594 66,081 9,059 4,966 6,616
3 3 3 3 1.85

土嚢の配布は、災害が予見された段階で行う。また、回収については、基本的に実施しないが、
高齢者等で自ら処理できない方には、市で回収を行う。

市民の安全を守るため、災害時における応急修理・障害物の除去・その他応急措置を実施。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

10,906 10,869 10,869 10,869 10,869

10,906 10,869 10,868 10,868 10,868

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 502会計区分

盛土規制業務
復旧業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　02

1 被害発生を少なくする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

205 救出救護活動をする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

市民が安心して日常生活を送ることができる
まちをつくるため、市民と行政が協力して、災
害が発生しても被害が最小限に抑える防災
体制の整備に努める。　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要性】
阪神淡路大震災、新潟中越地震の教訓か
ら、広域にわたる災害に対して地域対応が必
要であり、また、限られた部隊を効率よく運用
するには、市民と一体になった訓練構想が必
要不可欠である。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　

消防救急課　　　　　　　　　6002500【担当課】

国民保護計画が樹立される中で、市、消防（団）及び市民の連携によ
るの災害対応を確立する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

404【基本計画区分】

 １不測事態に対応する資機材等の整備２職団員の防災に関する知
  識技術のレベルアップが必要である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

消防職団員共に認定者数が増えてきている。　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 安全で安心な地域環境づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

20501 自然災害・特殊災害救出救護事業 　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

対応率　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　（％　　）

【指標】

防災トレーナー認定者数　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（％ ）

100 100 100 100100

100 100 100 100100

0 69 141 1130

0 69 141 1130

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

消防職団員を優れた防災知識及び技術を有する防災ト
レーナーとして養成していく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

市民を（自然・特殊）災害から守る02 1 被害発生を少なくする

205 救出救護活動をする

20501 自然災害・特殊災害救出救護事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

大規模な自然災害や、NBC等
の特殊災害に遭遇した対象顧
客を速やかに救出する。

【対象】
市民（通勤、通学者を含む）

消防局企画管理室

6001000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

災害特殊工作車の維持管
理（％）

【指標】

（）

（）

維持数／配置数

【指標概要】

100 100 100 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

100 100 100 100 100

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

369 369 369 369 369

369 369 369 369 369

712 605 369 369 369
17.6 17.6 17.6 17.6 17.6

今後も、訓練及び市内各地にて発生した災害へ迅速に対応するために、消防訓練センターに配
置し管理を行う。

災害特殊工作車のゴム製キャタピラの磨耗が激しい。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

369 369 369 369 369

369 369 369 369 369

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

災害事象を調査研究する
大規模災害等対応訓練を実施する
大規模災害時のシステム運用を強化す
車両・装備等を研究・開発する
車両・装備等を維持管理する

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　02

2 応急復旧能力を高める　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

206 応急活動体制を確立する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

被災者の生活基盤の確保を図るため、早期
の復旧完了を目指す。　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

【重要性】
地震等の大規模災害に対応するためには、
迅速な初動対応及び関係機関との連携が、
その後の応急対策の実施にとって重要とな
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

防災課　　　　　　　　　　　　2515000【担当課】

阪神・淡路大震災のような予測できない大規模災害に対して、応急活
動体制の確立が求められた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

404【基本計画区分】

災害時における正確な情報の伝達、収集の方法。関係機関による広
域的な応援活動の確立。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

災害に対する迅速な応急活動体制の確立が求められています。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 安全で安心な地域環境づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

20601 災害救助事業　　　　　　　　　　　　　　　　

20602 低地住宅かさ上げ工事資金融資あっせ

20603 災害活動対応事業 　　　　　　　　　　　　

20604 国民保護関連事業 　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

災害処理割合　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　（件　　）

【指標】

災害通報件数　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（件 ）

100 100 100 100100

100 100 100 100100

1 1 1 11

564 30 33 144241

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

災害時における正確な情報の収集及び伝達、また、関係
機関との広域的な応援活動の確率を図ります。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

市民を（自然・特殊）災害から守る02 2 応急復旧能力を高める

206 応急活動体制を確立する

20601 災害救助事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

災害時における初動対応を迅
速に行えるようにする。

【対象】
市職員・災害対応関係者等

防災課

2515000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

災害対応に従事した件数
（注意配備以上）（件）

【指標】

（）

（）

災害対応に従事した件数（注意配備以上の配備
体制により対応したもの）

【指標概要】

1 1 1 1 1

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

1 2 0 0 2

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

261 236 173 145 145

261 236 145 145 146

29 383 70 69 150
0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

今後も災害発生時における初動対応を迅速に行えるよう体制を整えていきます。災害発生時の初動対応を迅速に行えるよう体制を整えています。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

261 236 173 145 145

261 236 145 145 146

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 2 応急復旧能力を高める

206 応急活動体制を確立する

20602 低地住宅かさ上げ工事資金融資あっせん利子補給金

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

住宅を浸水から守るため、かさ
上げ工事を行う市民に対し、助
成を行う。

【対象】
あっせん対象者（指定地区【災
害要員・建築年度等の要件あ
り】）

防災課

2515000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

低住宅地かさ上げ実施率
（制度活用による）（%）

【指標】

（）

（）

利用者数÷対象件数

【指標概要】

100 100 100 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

2,084 2,084 2,084 2,084 2,084

2,084 2,084 2,084 2,084 2,084

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

今後も浸水被害から市民の住宅を守るため制度を継続します。住宅を浸水から守るため、かさ上げ工事を行う市民に対し、工事に必要な資金の融資あっせん及び利子補給を行います。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

84 84 84 84 84

84 84 84 84 84

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 2 応急復旧能力を高める

206 応急活動体制を確立する

20603 災害活動対応事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

災害による被害を最小限度に
抑えるため、気象情報等の収
集に努める。また、社会福祉協
議会等との連携を推進する。

【対象】
市民（災害ボランティア等）、防
災関係機関・協定団体等

防災課

2515000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

民間（防災関係機関等）と
の協定数（協定）

【指標】

防災ボランティアの登録人
数（人）

（）

民間（防災関係機関等）との協定数

防災ボランティアの登録人数

【指標概要】

39 39 39 39 39

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

38 38 39 42 43

70 70 80 90 100

69 69 67 67 68

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

482 456 460 456 354

482 456 456 354 337

421 357 331 350 333
0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

引き続き、気象情報、河川水位情報等の収集に努めるとともに、社会福祉協議会と連携を図り、
ボランティアセンター立ち上げ訓練の実施など連携強化を図ります。また、協定内容を精査し民
間防災関係機関との協定を検討していきます。

災害による被害を最小限度に抑えるため、気象情報、河川水位情報等の収集に努めています。また、社会福祉協議会や災
害ボランティアとの連携を図ります。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

482 456 460 456 354

482 456 456 354 337

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

気象情報収集業務
防災関係機関連携業務
ボランティア連携業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

  民間との協定数３９協定防災ボラン
 ティアの登録人数７０人

  民間との協定数３９協定防災ボラン
 ティアの登録人数７０人

  民間との協定数３９協定防災ボラン
 ティアの登録人数８０人

  民間との協定数３９協定防災ボラン
 ティアの登録人数９０人

  民間との協定数３９協定防災ボラン
 ティアの登録人数１００人

 民間との協定数３８協定（うち物資協
 定１３団体）防災ボランティアの登録

 人数６９人

 民間との協定数３８協定（うち物資協
 定１３団体）防災ボランティアの登録

 人数６９人

 民間との協定数３９協定（うち物資協
 定１３団体）防災ボランティアの登録

 人数６７人

 民間との協定数４２協定（うち物資協
 定１３団体）防災ボランティアの登録

 人数６７人

 民間との協定数４３協定（うち物資協
 定１４団体）防災ボランティアの登録

 人数６８人

計画

実績

【節項コード】 404 【節名】 安全で快適な生活環境の実現

【項名】 安全で安心な地域環境づくり

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 防災組織の強化事業

【計画事業】
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る02 2 応急復旧能力を高める

206 応急活動体制を確立する

20604 国民保護関連事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

武力攻撃やテロ等から国民の
生命、身体及び財産を保護し、
住民の避難、避難住民等の救
援、被害の最小化を図る。

【対象】
市民

防災課

2515000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

市町村の国民保護計画の
策定率（%）

【指標】

（）

（）

市町村の国民保護計画の策定率

【指標概要】

0 0 0 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

0 0 0 100 100

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

0 0 0 3,000 572

0 0 0 544 135

0 0 0 2,861 0
0 0.2 0.2 1.5 1.5

今後、計画書の内容変更等への対応を行っていきます。平成18年度に松戸市国民保護計画の策定並びに松戸市国民保護協議会条例、松戸市国民保護対策本部及び松戸市緊
急対処事態対策本部条例を制定しました。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

0 0 0 3,000 572

0 0 0 544 135

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

国民保護協議会委員報酬
国民保護協議会運営業務
国民保護計画策定業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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平成20年度　第２次実施計画期間　事後評価　整理表 2009/02/03

市民を（自然・特殊）災害から守る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　02

2 応急復旧能力を高める　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

207 生活基盤の復旧力を強化する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【政策】

【施策】

【基本事務事業】

【目的】

被災者の生活基盤の確保を図るため、早期
 の復旧完了を目指す。　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

【重要性】
ライフラインの復旧が復興の第一歩であり、
関係機関と緊密な連携を図り、早期復旧を目
指す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

防災課　　　　　　　　　　　　2515000【担当課】

阪神・淡路大震災を教訓に、行政の防災体制の確立、ライフラインの
 早期復旧、被災者の生活支援が極めて重要になる。　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【背景】

404【基本計画区分】

総合的な応援活動による円滑な応急復旧。関係機関による広域的な
応援体制の確立。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後の課題】

阪神・淡路大震災を教訓に、行政の防災体制の確立、ライフラインの
 早期復旧、被災者の生活支援が極めて重要となっています。　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【現状分析】

【節】 安全で快適な生活環境の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【項】 安全で安心な地域環境づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

20701 応急復旧体制整備事業 　　　　　　　　　

20702 生活支援物資供給事業 　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コード 配下事務事業名

水や食料の備蓄をしている
人の割合　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　（％　　）

【指標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ ）

28.8 0 0 33.30

27 0 0 33.20

0 0 0 00

0 0 0 00

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

現状維持

総合的な応援活動による円滑な応急復旧。関係機関によ
る広域的な応援体制の確立を図ります。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【担当部課評価】：最終結果・課題の解決策・今後の方向性

上段：予算目標　下段：実績

市民を（自然・特殊）災害から守る02 2 応急復旧能力を高める

207 生活基盤の復旧力を強化する

20701 応急復旧体制整備事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

ライフライン関係機関との連携
を強化し、災害発災時に迅速
な復旧活動が行えるように努め
る。

【対象】
ライフライン関係機関

防災課

2515000担当課:

計画区分 一般事業 戦略区分 －

ライフライン会議の実施回
数（回）

【指標】

市総合防災訓練への各ラ
イフライン関係機関の参加
（回）

（）

ライフライン会議の実施回数

市総合防災訓練への各ライフライン関係機関の参
加

【指標概要】

1 1 1 1 1

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

引き続き、防災ライフライン関係機関連絡会会議の開催等連携強化を図ります。災害発生時に電気・ガス・水道等ライフラインの迅速な復旧活動が行えるよう、防災ライフライン関係機関との連携を図りま
す。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人
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市民を（自然・特殊）災害から守る02 2 応急復旧能力を高める

207 生活基盤の復旧力を強化する

20702 生活支援物資供給事業

【政策】 【施策】

【基本事務事業】

【事務事業】

【目的】

食糧等の備蓄、医療資機材の
  整備等をう。

【対象】
市民（被災者、収容避難場所
に避難する住民等）

防災課

2515000担当課:

計画区分 計画事業 戦略区分 －

食糧備蓄整備計画に基づ
く自己備蓄の整備率（%）

【指標】

（）

（）

 自己備蓄数÷整備目標数（203,500食）（内訳）ア
 ルファ米：84,500食、ビスケット119,000食）

【指標概要】

100 100 100 100 100

【指標値】上段：予算目標　下段：実績

96.22 90.44 96 94.6 94.6

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

[H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

計画額

予算額

決算額
職員数

【事業費】 [H15] [H16] [H17] [H18] [H19]

10,838 6,008 9,131 6,301 7,671

10,838 6,008 8,682 6,293 7,126

9,093 5,737 7,671 5,654 6,905
0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

引き続き、食糧等の自己備蓄、医療資機材・災害資機材の整備充実を図ります。災害発生時に備え、食料等の事故備蓄、医療資機材・災害資機材の整備等を行っています。

【担当部課評価】：最終結果・課題の改善策・今後の方向性【定量分析】：課題・現状分析

10,838 6,008 9,131 6,301 7,671

10,838 6,008 8,682 6,293 7,126

(一般財源)

(一般財源)

一般会計 404会計区分

食糧備蓄業務
資機材整備業務

【業務】

単位）事業費：千円　　職員数：人

 食糧の自己備蓄整備率１００％  食糧の自己備蓄整備率１００％  食糧の自己備蓄整備率１００％  食糧の自己備蓄整備率１００％  食糧の自己備蓄整備率１００％

 食糧の自己備蓄整備率９６．２２％
 （１９５，８１０／２０３，５００）　内訳　ア

ルファ米７３，６５０食、ビスケット１２２，
１６０食

 食糧の自己備蓄整備率９０．４４％
 （１８４，０４０／２０３，５００）　内訳　ア

ルファ米７１，３００食、ビスケット１１２，
７４０食

 食糧の自己備蓄整備率９６．００％
 （１９５，３００／２０３，５００）　内訳　ア

ルファ米８４，５００食、ビスケット１１０，
８００食

 食糧の自己備蓄整備率９４．６％（１
 ９２，５２０／２０３，５００）　内訳　アル

ファ米８２，６００食、ビスケット１０９，９
２０食

 食糧の自己備蓄整備率９４．６％（１
 ９２，５２０／２０３，５００）　内訳　アル

ファ米８２，６００食、ビスケット１０９，９
２０食

計画

実績

【節項コード】 404 【節名】 安全で快適な生活環境の実現

【項名】 安全で安心な地域環境づくり

H15 H16 H17 H18 H19

【計画事業名】 防災施設等整備事業

【計画事業】
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